
  

小型・普通乗用車

日当り走行距離＇ｋｍ（

車両総重量

100 200 300 400 500 1000

1ｔ

2ｔ

10ｔ

15ｔ

25ｔ

長距離普通トラック＇運送業（

観光バス

中距離普通トラック

小型トラック

軽乗用・トラック

路線バス

小型バス

普通トラック＇自家用（

ガソリン車
(E10対応)

都市内HV、
都市内NGV

HV、PHV

EV

長距離HV

2040年～2050年

水素FCV 中距離NGV

ディーゼル車
(B20対応)

都市間高速バス

小型乗用車
＇コミュニティカー（

自動車分野において目指す将来像（2050年）

・ あらゆる車格で次世代自動車等の環境性能に優れた自動車を選択できることで、新車販売の大部分＇約90％（が次
世代自動車等となり、低炭素・低公害な自動車が大量に普及。

・ エコドライブの浸透やカーシェアリングの拡大による自動車利用の効率化が進むことにより、自動車からのCO2排出
を最小化。

・ 副次的な効果として、
①次世代自動車等の普及やエコドライブの実践により、CO2だけでなく、NOx、PMなどの大気汚染物質の削減や、

騒音の低減、ヒートアイランド現象の緩和等が期待できる。
②カーシェアリングや先進的なITS技術＇高度道路交通システム（ ※の本格的な普及により、渋滞の緩和や交通流

の円滑化が、また、エコドライブの実践により事故率の低減が期待でき、安全で快適なドライビングが可能に。

○ 2040～2050年における次世代自動車等の市場展開

CO2削減
大気汚染
物質削減

騒音低減

○主要な副次的効果

エコ
ドライブ

次世代自動車
の普及

先進的ITS
の普及

カーシェアリ
ングの普及

出典：環境対応車普及戦略＇2010.3、環境省（

排熱減尐

事故の
減尐

渋滞の
緩和

EV：電気自動車
HV：ハイブリッド自動車
PHV：プラグインハイブリッド自動車
FCV：燃料電池車
NGV：天然ガス自動車
E10：バイオエタノール10%混合ガソリン
B20：バイオディーゼル20%混合軽油

※自動車に通信システムを組み合わせてインターネットにつなぎ、渋滞情報をリアルタイムで提供し最適なルートの案内する機能、実際

の運転情報をもとにしてエコドライブを指導する機能等を備えるシステム。
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対策・施策
自動車ＷＧ

乗用車燃費改善

次世代自動車
ほぼ100%普及
＇販売ベース（

貨物車燃費改善

エコドライブ

カーシェアリング

バイオ燃料

2050

 EV／HVなど次世代自動車の購入支援・インセンティブ付与
高性能電池・次世代電池の開発支援
バイオ燃料・天然ガス等の供給・流通体制の整備促進
 エコドライブ講習等の充実・受講促進支援
 EVカーシェアリングの普及支援

30%向上
＇過去10年間（

9％程度向上
(過去10年間：推計)

ガソリン消費量の
0.65%相当

2020現状

現
状
・対
策
・目
標

＜導入すべき対策＞＇一部を抜粋（ ＜将来の姿＞＜現状の姿＞

主な施策

45%～65%向上

12%～15%向上

自動車利用者の
16%～34%

都市部人口の
0.3%～1.0%

ガソリン消費量の
3%相当

都市部人口の
0.01％程度

自動車利用者の
数%

自動車の低炭素化の対策・施策



対策を推進する施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

営業用車両への導入補助

2010 2020 20501990

導入目標

行

程

表

購入支援

2012 2015 2030

電池二次利用・電池
交換式タクシー等普及
拡大に資する関連ビ
ジネスモデルの確立

給電設備網の充実

よりきめ細かく環境負荷に応じた税制上のインセンティブの付与

高性能電池・次世代電池の開発支援

◆ハイブリッド自動車、
電気自動車等の普及

◆中・重量車のNGV/HV/FCV
の開発・普及

NGV充填施設の整備

中長距離車開発

自動車単体対策（次世代自動車の普及、従来車の燃費改善）

◆燃費基準 段階的強化

◆自動車関連税制の運用

E10燃料規格の
検討・整備

供給・流通体制の整備促進
E10対応車の認証開始

自立的普及

ポスト新長期規制・挑戦目標

都市型車の購入支援

燃料の低炭素化

◆燃料電池車の開発・普及
技術開発・普及啓発、実証実験・インフラ実証実験 リース・購入支援

水素供給インフラ整備CO2収支、経済性等評価

自動車利用の低炭素化（エコドライブ、カーシェアリング）

乗用車の燃費改善65%向上
＇次世代自動車の販売台数：250万台（

あらゆる車格で次世代自動車等を選択可
＇新車販売の大部分が次世代自動車等（

◆クリーンディーゼル
の普及

◆ハイブリッドオフロー
ド車等の普及

購入支援

低利融資

公共施設・公共交通機関との連携促進

エコドライブ実践による
インセンティブの付与

エコドライブ
の指標化

EVカーシェアリングの普及支援

エコドライブ支援機器等導入支援◆エコドライブの促進

◆カーシェアリングの促進

自立的普及

自立的普及

○共通施策

◆横断的技術開発の支援
汎用性のある回生・排熱エネルギー
電力回収システムの開発

○自動車の低炭素化

FCVの市場投入

○中・重量車の低炭素化

○特殊自動車の低炭素化

大型トラックのHV化

◆利用者の意識改革

エコドライブモード、
アイドリングストップ装置標準装備化

エコドライブを動機付ける
ビジネスモデルの確立

交通流対策等
（※「地域づくりWG」にて別途検討）

自動車の低炭素利用のあり方についての啓発活動＇エコドライブ実践の習慣化や不必要な自動車利用の抑制意識の醸成（

◆バイオ燃料比率の向上
生産技術開発

2020年度燃費基準の設定

2015年度燃費基準の早期・超過達成

2020年度燃費基準の早期・超過達成

◆天然ガス利用の促進
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導入目標

2010 2020 20501990

行

程

表

2012 2015 2030

革新的な低炭素技術の実用化に向けた研究開発・海外展開への継続的な支援

低燃費船への転換促進措置（促進税制の導入等）

代替エネルギー利用拡大に向けた継続的な支援（税制措置等）

陸上電力供給システムの導入促進（送電設備の整備拡大、船舶の受電設備の導入促進）

◆低燃費船の開発・普及

◆代替エネルギー利用

◆陸上電力供給の普及・
整備

鉄道分野の低炭素化

革新的な省エネ技術の実用化に向けた研究開発・海外展開への継続的な支援

省エネ車両の導入促進（促進税制の導入等）

◆車両（電車・気動車）
の省エネ化

◆モーダルシフト促進

ゼロエミッション船就航

（※「地域づくりWG」にて別途検討）

◆発電側対策 （※「エネルギー供給WG」にて別途検討）

航空分野の低炭素化

ジェット燃料としての規格認証
（バイオ燃料混合比率：50％）

低燃費機への転換促進措置（促進税制の導入等）

バイオ燃料の購入に係る支援（税制措置等）

バイオ燃料生産技術の実用化に向けた研究開発

革新的な低燃費機の開発・海外展開に対する継続的な支援◆低燃費機の開発・普及

◆バイオ燃料への転換

◆運航システムの効率化

◆地上電源装置の普及・整備

飛行経路の最適化等による省エネ運航手法の実践支援

主要空港への導入加速

ジェット燃料としての規格認証
（同：100％）

◆モーダルシフト促進 （※「地域づくりWG」にて別途検討）

航空用バイオ燃料利用率100％

省エネ車両、低燃費船、低燃費機の導
入・旧型車両＇船・機（との代替

燃費基準の設定

船舶分野の低炭素化

対策を推進する施策 準備として実施すべき施策

代替エネルギー利用技術の研究開発への継続的な支援

省エネ運航手法の実践支援（船員教育支援、運航管理システム導入支援等、荷主や港湾事業者等との連携支援）◆運航システムの効率化

燃費基準の設定

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。
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地域づくりＷＧ

35



地域づくりＷＧの検討の射程

【地域づくり全体への効果】
持続可能で快適な魅力ある地域の実現＇マルチ・ベネフィットの達成（

低炭素化に向けた地域づくりの課題：

都市の活動量の増大に伴うCO2排出量の増加を食い止めるためには、歩いて暮らせるまちづくりの
推進、地域資源の活用といった地域対策の強化が必要。

機器・建築物
のエネルギー
効率の制約

エネルギー機器・
建築物単体の性
能改善

公共交通機
関利用促進

集約型土地
利用

未利用エネル
ギー利用、省
エネ推進

集約型土
地利用

燃料・自動
車単体の性
能改善

【低炭素型地域づくりの効果】
自動車走行量の削減、単体対策では得られないエネルギー効率の向上

現
状
と
課
題

対
策
・施
策
の

方
向
性

従来からの単体対策
に加え、地域対策の
強化が必要

※ 民生・業務部門のエネルギー利用を想定

燃料・燃費
の制約

自動車依存型
＇拡散型（都市構造

【交通分野】

不十分な公
共交通機関

【土地利用
分野】拡散
型土地利用

エネルギー大量消費
型都市構造

床面積の
拡大

不十分な地域
資源の利活用

自動車走行量の増加 日々の暮らしのエネルギー利用量の増大※

到
達
目
標
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【視点１】 地域の特性に応じた対策のパッケージ化

地域の特性に合わせた温暖化対策の必要性

都市 農山漁村

地区・街区類型

土地利用・交通分野

地域資源・地域特性

地域類型別の対策パッケージ

都市と農山漁村の双方で低炭素社会が実現される施策のあり方

都市と農山漁村の連携のあり方

地域の特性に合わせた温暖化対策の必要性から、農山漁村地域を含めて地域類型を設け、それぞ
れの地域資源・地域特性を踏まえて検討を実施。

地域類型の考え方

地区・街区類型

土地利用・交通分野

地区・街区スケールの空間特性と機能

エネルギー・資源分野エネルギー・資源分野
地域資源の賦存量と活用手法の特性

地域の土地利用と移動特性

＜着眼点＞

本資料【参考】
自動車CO2排出量の構成
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【視点２】コンパクトシティの実現による削減と効果の定量化

• 土地・建物の集約＇コンパクト化（を都市全体や地区・街区単位で進めることで、低炭素化に資す
る土地利用・交通、エネルギーなどの分野での様々な相乗効果が生み出される。

• 地域の特性に応じて、コンパクト化対策を適切に組み合わせた対策パッケージを展開することに
よって、地域の資源を最大限に活かして温室効果ガスの削減を図る。

土地・建物の集約

■自動車走行距離の削減

■徒歩・自転車などへの移動手段
の転換
■鉄道駅等周辺への施設の立地

■地区・街区効果＇※（の最大化
＇例（ ・未利用エネルギー等の

活用可能性の増大
・スケールメリットの創出
・負荷平準化、資源・設備共有

による効率化

■カーシェアリングの導入、共同配送に
よる積載効率の向上など

■面的対策の展開による対策実施のカ
バー率の向上

■情報共有による個々の低炭素化の取
組の加速

■低未利用地の活用による再生可能
エネルギーや緑化空間等の導入

■建物の形態・密度の調整による
パッシブな省エネルギー手法の活用
■大規模自然資本の形成

適切な集約化のスケール・手法を組み合わせる

移動距離の短縮 活動密度の上昇や
参加主体の増加

空地・空間余剰の
発生

地域の特性に合わせた温暖化対策の展開

本資料【参考】
地区・街区効果の考え方

本資料【参考】
分野横断的な空間再編の取り組み

土地・建物の集約がもたらす効果

上記の効果によって容易になる取組

※地区・街区効果

地区・街区単位で対策を導入することによって
得られる単体対策の効果とは異なる効果
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GHGの削減

気候変動に対する適応 地域の魅力向上

【視点３】マルチ・ベネフィットの達成

コンパクトシティの実現や低炭素街区の整備を通じて、GHGの削減のほか、将来社会の不安への
対応力の向上＇地球温暖化に対する適応対策を含む（、地域の魅力向上など、マルチ・ベネフィッ
トの達成を目指す。

●居住者の利便性

・公共交通の充実による移動時間の短縮、
移動機会の増加
・低廉な再生可能エネルギーの利用 など

●地域経済への波及

・公共交通利用による地域経
済への波及効果

・土地集約及び再開発による
都市中心部の不動産価値向上
・中心市街地の活性化

・高齢者等の外出機会の増加
による消費増

●日常生活のリスク低減

・地域でのエネルギー自給
率の向上による非常用エネ
ルギーの確保

・災害時の避難場所＇緑地・
空地（の確保

・洪水やゲリラ豪雤への対
応

・太陽光発電非常用エネル
ギー源の確保

・自動車走行量・路上駐車・
渋滞減尐による交通事故
削減

●環境改善・保全効果

・緑地や廃熱利用によるヒートアイランド
現象の緩和、熱中症の予防
・自動車交通量削減による大気環境向上
・生物多様性の保全

●自治体の経営力強化

・インフラ維持コストの削減、
行政効率の向上

●住環境の改善

・豊かな水と緑のある憩いの
空間の確保
・良好な景観の保全

●生活の質の向上
・歩いて暮らせるまちづくりによる健康の増進
・史跡・自然を活かした街の魅力の向上
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【視点４】 地域づくりの共通課題への対応

土地利用・交通分野、地区・街区分野の対策を俯瞰してみると、2050年80％削減に向けた対策の大

規模導入に向けて共通する課題が存在しており、これらが今後の施策の検討に当たって対応すべ
き重要事項と考えられる。

関係主体間の合意形成を困難にしている各種の要素

⇒ これらの課題に対処していくことが、対策の大規模導入に向けて必要

対策
共通の課題

計画 制度 資金調達 人づくり等※

＇主要な対策メニュー（
・ 公共交通整備・運営
・ 自動車利用適正化
・ 大規模集客施設や
公共公益施設の移転に
よる中心部等への立地
促進
・ エネルギー面的利用
・ 郊外の再編

・・・

 科学的な根拠に
基づく将来像・
将来シナリオの
提示と、それに
基づく各種計画
制度間の連携
が必ずしも十分
ではない

 低炭素化の観
点から目指すべ
き将来像に向け
て各主体の行動
を誘導するため
の制度的枞組
みが不十分

 長期的な削減効
果を生み出す大
規模設備等に対
して、初期投資
や運営・継続に
当たっての支援
の仕組みが不
十分

 成功事例の共
有化と、計画策
定プロセスや要
件等のマニュア
ル化が不十分

 低炭素化のメ
リットとそのため
の具体的な手法
に関する情報共
有が不十分

※人材育成・実施主体の活動支援・啓発等
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対策・施策
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地域づくりＷＧ

地域の総合的低炭素化計画の策定

徒歩と自転車で暮らせるまちづくり

LRT・BRT等の積極的活用

自動車利用の適正化

【大都市圏】
水と緑の再生・
歩いて暮らせる街

【地方中心都市】
コンパクトシティ・

自然資本による快適空間

【地方中小・農山漁村】
地域資源の活用・
生活圏の再生

2020 2050現状

エネルギー資源の活用促進

自然資本の活用・再生

自動車走行量

の増加

日々のくらしの
エネルギー利用

量の増大

分野横断的計画策定 ＇土地利用・交通・エネルギー・緑地確保など（

制度的インセンティブ付与 ＇低炭素地域づくりの取組を支援（

資金調達の円滑化 ＇公共交通機関・未利用エネルギー利用の支援（

実行する人づくり＇担い手の育成・ノウハウの蓄積・見える化促進（

現状・対策・目標

＜導入すべき対策＞ ＜将来の姿＞＜現状の姿＞

主な施策

検討の視点
対策・施策のパッケージ化

 コンパクトシティの実現効果の定量化

 マルチ・ベネフィットの達成

地域づくりの共通課題への対応

2050年 歩いて暮らせるまちづくりの実現等に向けた対策・施策



都市地域

産業・資源・土地
•省ｴﾈ活動の推進（加温ﾊｳｽへのﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ導入等）
•緩和対策の推進（窒素施用量の削減等）
•未利用ﾊﾞｲｵﾏｽの有効活用
•域内再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの有効活用
•吸収源の活用推進（適切な森林経営等）

•域内又は連携地域の企業や研究機関との共同研究
（地域特性に応じた技術・取組の開発）

•低炭素化の実現
•農林水産物に対する環境価値の付与
• ﾋﾞｼﾞﾈｽ振興・雇用創出
•多面的機能の維持・改善
•域内産業技術の育成・発見

【短中期】
•再生可能電力買取制度の導入
•地域のGHG排出・吸収量の見える化
【中長期】
• ｵﾌｾｯﾄや低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ製品の普及拡大（国産材利
用推進を含む）

•地域ﾚﾍﾞﾙでの土地利用ｼｽﾃﾑ導入（所有から共有へ）
•多面的機能の価値化

人・暮らし
•住民による排出削減対策の実施と点検（※詳
細は他WGにおいて検討）

•低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ製品の優先購入（地産地消）
•域内再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業への参加・出資（ｵｰ
ﾅｰｼｯﾌﾟ）

•低炭素化の実現
•食料・木材自給率の向上
•食の安全性確保（生産者の見える化）
•住民の環境意識醸成・排出削減意欲の向上
•地域への愛着

【短中期】
•地域のGHG排出・吸収量の見える化
【中長期】
• ｵﾌｾｯﾄや低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ製品の普及拡大（国
産材利用推進を含む）

•地産地消・旪産旪消の推進

産業・人・暮らし
•農山漁村地域と連携し
た再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの有
効活用

•低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ製品の
優先購入

• CSRの推進
•食料・木材自給率の
向上

•住民の環境意識醸成
•農山漁村地域への愛
着（依存度の向上）

ｴﾈﾙｷﾞｰ
農林水産物

【ｸﾚｼﾞｯﾄ/配当】

資金

•農山漁村のｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ化に向けた地域計画の達成・公表
•「低炭素地域」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ確立（知名度の向上、目標にしたい地域へ）

•地域の自立及び地域間の結びつきの強化（ｴﾈﾙｷﾞｰの自給、地域資源の有効活用、ｸﾚｼﾞｯ
ﾄを介した資金獲得等）

•ゆとりややすらぎの提供（自然環境・文化的景観の保全、ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑの活性化）

農山漁村地域

人
（就職・定住・観光等）

農山漁村地域の全体的なモデルイメージ

農山漁村地域のモデルイメージ
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行

程

表

新駅駅勢圏を中心とした
居住の促進

市街化区域の見直し

◆市街地人口密度の向上

◆低密度地域の利活用と
市街化区域の縮小 コンパクト化による

メリットの見える化
空き地等の大規模集約に対するインセンティブ付与

◆公共施設・民間集客施
設の徒歩圏での配置

徒歩と自転車で暮らせるまちづくり

◆徒歩・自転車利用の環
境整備

既存の駅周辺・市街地における歩道・自転車走行空間の整備

郊外幹線道路沿線等の立地規制の厳格化、集約化拠点への税制等の立地インセンティブの付与

歩道・自転車道ネット
ワークと施設計画の作成

集約化拠点への大規模公共施設の移転大規模公共施設の移転計画の策定

±0 1割減 3～4割減

駅勢圏人口密度
80人/ha

導入
目標

旅客一人当たり自動車年
間総走行量＇人キロ、2005
年比（

2010 2020 20501990 2012 2015 2030

対策を推進する施策

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

地域の総合的低炭素化計画の策定

都市・地域交通計画の策定

集約化拠点の提示

温暖化対策区域
実行計画の策定

コンパクト化による
メリットの見える化

市街化区域等の将来見直しの検討

温暖化対策区域実行計画の見直し

都心部の流入規制実施計画

駅勢圏の提示

人口密度・用途配置目標の提示

移転用地の確保

自然資本の骨格の提示 自然資本活用計画

既存中心部（業務集積地区）への
事業所・住宅の立地促進

国の施策

◆長期的な削減計画の策定と
マスタープランへの位置づ
け

集約化拠点における用途指定の変更

DID人口密度
60～80人/ha

DID人口密度
40～60人/ha

新駅駅勢圏における
歩道・自転車走行空間の整備

業務集積地区における
歩道・自転車走行空間の整備

区域実行計画策定マニュアル等の整備・改定

都市計画制度における低炭素化対応の充実

地区・街区単位での小規模空地・空間の集約

インセンティブ付与のための財政的支援

モデル街区による効果の見える化

低炭素土地利用・交通モデルの開発、利用支援
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行

程

表

◆既存公共交通機関との
ネットワークの強化

◆LRTの整備

◆郊外駅等における乗り
換え、アクセスの強化

運行本数の増加、運賃値下げなど運行費用の行政負担

郊外駅の乗り換え機能、P&R、C&Rの整備と乗り換え割引による利用者の拡大

LRT、BRT等の積極的活用

高効率車両への更新投資の支援

駅周辺の乗り換え・アクセス改善計画の策定

運行

±0 1割減 3～4割減
導入
目標

旅客一人当たり自動車年
間総走行量＇人キロ、2005
年比（

整備・経営計画策定

2010 2020 20501990 2012 2015 2030

対策を推進する施策

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策

◆BRTの整備

LRTの建設

運行整備・経営計画策定 BRTの建設

自動車利用の適正化

◆利用者から見た公共交
通体系の構築

既存の公共交通機関に対する
モビリティマネジメント

中心部の流入規制地区の拡大

交通事業者や事業者、市民等でのまちづくり協議機関の活動支援

市民出資やエコポイント・地域通貨等の活用など利用・整備促進策の展開

道路空間配分に関する計画策定

LRT/BRTの建設資金の供給

LRT、BRTの
整備延長
20km

LRT/BRTの運行資金の補助

国の施策

◆既存鉄道における新駅
の設置

新駅周辺開発計画策定 新駅の建設

既存鉄道の運行資金の補助

新駅設置等の投資支援

◆中心部への自動車の流
入規制

中心部等における駐車場配置の見直し

事業所に対する公共交通利用の強化

市民利用促進制度の充実

中心部特定地区の流入規制の導入

業務集積地区における
歩道・自転車走行空間の整備・拡幅

運転免許返納、カーシェアリング、着荷主対策等へのインセンティブ付与

貨物自動車等流入規制車両の拡大

共同荷捌き場の整備等貨物自動車に対する交通流対策の実施
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行

程

表

自然資本・地域資源等の需給マップの作成

導入
目標

各自治体において、都市部、地区・街区、農山村域等、
地域の特徴に応じた下位計画策定を推進

自然資本・地域資源マップ作成率 ＇全自治体（

低炭素地区・街区計画に基づく対策実施面積

2010 2020 20501990 2012 2015 2030

対策を推進する施策

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策 国の施策

地域の総合的低炭素化計画の策定

集約化拠点の提示

温暖化対策区域
実行計画の策定

自然資本の骨格の提示 自然資本活用計画

◆業務集積地区における
未利用エネルギー（河川
熱）利用の促進

◆都市未利用熱を最大限
活用するための仕組み
づくり

未利用熱活用に合わせた清掃工場等の再配置

地区・街区単位の削減目標の設定

対策地区での開発を促進するインセンティブ導入

都市未利用熱の最大限の活用（主に業務集積地区）

建物間エネルギー融通の面的拡大
◆面的対策の拡大

社会情勢、技術動向の変化に応じた
定期的なマップや計画の見直し

導入検討義務付け地区の拡大
対策地区の指定と
削減計画の策定

◆地域資源活用計画の策定

◆長期的な削減計画の策定と
マスタープランへの位置づ
け

市街化区域等の将来見直しの検討

温暖化対策区域実行計画の見直し

都市計画制度における低炭素化対応の充実

対策地区の指定と
導入検討義務付け

熱導管の整備資金の供給

モデル事業を通じた制度改正の検討

エネルギー需要の集約化に対する支援 事業計画の作成

未利用エネルギー活用の優遇制度による支援

史跡・公園等地区内外の自然・歴史資源と
低炭素化効果の洗い出し

都市気候評価手法の開発

【カーボン・オフセット、グリーン電源等による農山村との連携等】

区域実行計画策定マニュアル等の整備・改定

対策地区における用途指定の変更
河川熱利用
施設建設

業務集積地区における
低炭素地区・街区計画の作成
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表

◆自然資本の活用・再生 自然資本の再生事業に関する自治体の資金的支援

街区におけるエネルギー資源の活用促進（主に郊外農林連携地区、撤退地区）

駐車場の減尐など都市空間の再配分による緑化促進

導入
目標

都市・地域の自然資本の活用・再生

自然資本・地域資源マップ作成率 ＇全自治体（

低炭素街区計画に基づく対策実施面積

2010 2020 20501990 2012 2015 2030

対策を推進する施策

* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

準備として実施すべき施策 国の施策

◆地域資源を活用した低炭
素地区・街区の整備（住
宅地区）

地域・街区単位での省エネの促進

街区におけるエネルギー資源の活用促進＇主に住宅地区、新駅駅勢圏地区（

◆撤退地区の低炭素化

◆地域資源を活用した低炭
素地区・街区の整備（新
駅駅勢圏地区）

◆地域資源を活用した低炭
素地区・街区の整備（郊
外農林連携地区）

地域・街区単位での再生可能エネルギーの最大導入（太陽光、太陽熱、地中熱等）

地域・街区単位での再生可能エネルギー（太陽光、太陽熱、風力、地中熱、小水力、
バイオマス等）の導入と農産物生産・加工施設等における活用

下水熱利用による
低炭素地区・街区計画の作成

下水熱利用施設建設と
低炭素地区・街区の整備

モデル事業としての資金的支援の上乗せ

市街化区域の見直しコンパクト化による
メリットの見える化

空き地等の大規模集約に対するインセンティブ付与

大規模空地における太陽光発電設置等低炭素事業の実施

緑地保全制度の強化

地域・街区単位での再生可能エネルギー（太陽光、太陽熱、地中熱等）の導入と
EVやカーシェアリングの利用インフラの整備

低炭素地区・街区の整備

地区・街区単位の削減・緑化目標の設定

地区・街区単位の削減目標の設定

モデル事業としての資金的支援の上乗せ

低炭素地区・街区計画の作成
（郊外農林連携地区）

低炭素＇マイナス・カーボン（
地区・街区の整備

新駅周辺の低炭素化構想の策定

低炭素地区・街区計画の作成
（新駅駅勢圏地区）

地域・街区単位での緑化の促進
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